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日本の多数国間外交への提言（１）
























































































































































































































































































































































































































































































ていない』，“Where the rule of law is most earnestly invoked, as in the










































































た “Friends of the President”（「議長の友人グループ」とでも呼ぶべき非公
式作業部会）と呼ばれる非公式な協議の場に，総会議長が日本を招待するこ
とを忘れた。というよりも，呼ぶこと自体念頭になかったといった方が適切
だろう。ちょうど総会議長の下で，打ち合わせ作業に参加していた筆者が日
本を呼ぶべきであると指摘，日本大使が急遽出席することになった。意図的
に日本を排除するのではなく，そもそも日本の存在を失念する－残念なが
ら日本の存在感はその程度であった。このような状況が今も続いているとい
うことであろう。このような立場しか与えられていない日本が「毅然たる」
外交を振りかざしても，残念ながら，影響力は皆無であるのみならず，「ド
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ン・キホーテ」としてしか捉えられない。その冷徹な事実を是非認識して欲
しい。
また，日本政府がわざわざ自らのイメージを不鮮明にしている場合もあ
る。一例は，一体日本はアジアなのか，西側なのかという問題だ。最近の日
本代表の発言をつぶさに読む機会は無いが，従来日本は国連での立場を「西
側陣営の一員」としており，よって立つ基盤がはっきりしない点である。更
に国連で行われる交渉に不慣れな外交官が，不用意にも西側の一員として振
舞うことが多く，アジア諸国の反感をかうことが多かった。明治以来一部に
見られたアジア軽視がここにも出ているのであろう。これにより，アジアの
日本という地理的にみて当然の立場が，歪められ，ぼやけてしまうのであ
る。その結果，日本が安保理の非常任理事国に選ばれるために必要なアジ
ア・グループの推薦を受けることが難しくなるという問題も起きてくる。イ
メージ問題が国益を損なう見本である。
国際機構における日本のイメージは，日本自らがもっている自己像と乖離
していることもしばしばだ。３０年ほど前の例である。その当時，OECDで
はアジアの新興工業国（NIEs;Newly Industrialized Economies）をどのよ
うに扱うか，議論が始まっていた。そのために事務局が作成した文書は，統
計的分析の結果，日本を NIEsの先頭を走る国と位置付けていた。これに対
して日本政府は，日本は立派な先進工業国であるのに，NIEsの一部として
取り扱うことは「政治的な恥辱」であると OECD事務局に抗議。その結果，
日本は先進国であると事務局文書は書き直された。しかし，OECD事務局
が考えていたように日本を位置付けしていれば，GATTの枠内での関税の
譲許もあれほど求められなかっただろうし，また ODAの数値目標達成も求
められなかっただろう。背伸びすることにより必要以上の国際的な負担を背
負わされたのかもしれない。
日本政府，国際機構に関係する日本人たちが，日本のイメージ向上に努力
を払うことは当然のことであるが，これに関連して最近，やや見当違いでは
ないかと感じる例があった。失礼を顧みず触れてみたい。それは，日本人の
元国連事務次長が「アフリカと日本－平和の鼓動に手をかそう」と題して
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投稿した論文である。その趣旨は「日本は現在，アフリカには平和維持活動
（PKO）要員を送り込んでいない。．．．国連安保理常任理事国入りを目
指す国としてなさけない」ということであった。
しかし，アフリカにおける旧植民地諸国の惨状の原因を日本が作り出した
わけでもなく，本来責任を負うべきは植民地の旧宗主国である。これら旧宗
主国が負うべき責任を日本が肩代わりしている例もあるが，旧宗主国の責任
を追及することにより日本の国際的な存在感が増し，支持も得られる場合も
考えられる。これこそイメージの向上である。ポーランド，トルコなどに親
日家が多いのは，また第二次世界大戦後の東京裁判においてインド人判事が
良心的な見解を披露してくれたのは，膨張主義によってそのような国々を脅
かしていた大国ロシアに対して，極東の小国であった日本が決死の覚悟で立
ち向かったという歴史があるからである。さまざまな国際的な場で，日本が
旧植民地宗主国の植民地に対する過去の責任について言及することにより，
これら旧植民地は多少なりとも日本を理解してくれるのではなかろうか。
もっとも，特にアフリカの旧植民地と旧宗主国との結びつきは，依然として
極めて緊密である。日本はこれら旧植民地の人間の心にまで入り込む覚悟で
対話をおこなう必要がある。
註
（１）本稿は「国際機構と日本外交の行方」と題する出版物の内，日本政府
に対する提言の部分の一部を簡潔に取りまとめたものである。出版物
は２００７年月はじめには「かまくら春秋社」より出版される予定。尚，
この出版物は過去５年間恵泉女学園大学で「国際機構論」の講義の為
に準備した教材を取りまとめたものである。
（２）連盟総会議長は採択文書の内容は仲裁裁判のような効果を持つもので
はなく，将来日中両当事国が右を踏まえ紛争の解決を熱望すると述べ
たが，松岡外相は「連盟との協力は努力の限界に達した」と述べ退場
した。その後，日本政府より脱退を電報で通報した。
（３）１８５８年，アメリカ，オランダ，ロシア，イギリス及びフランスとの間
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で修好通商条約が締結されたが，何れも日本の関税自主権が規定され
ておらず，領事裁判権，最恵国待遇を一方的に認めた不平等な条約で
あった。この不平等条約が完全に改正されたのは１９１１年であった。改
正までに，実に５０有余年の年月を要したわけである。
（４）田中直吉著，「外交史 上」，有信堂高文社，１９８０，p.３７
（５）田中直吉前掲書，p.１４６
（６）横田洋三，「日本の人権／世界の人権」，不磨書房，２００３年，pp.１２７ 
１２９
（７）２００６年８月猿谷要先生が６０年余のアメリカとの関わりから，岩波新書
より「アメリカよ，美しく年をとれ」と題する本を出しておられる。
米西戦争，ハワイの併合，西部開拓ではなく西部への侵略，黒人差別
問題等を通じて見たアメリカを語っておられる。アメリカ理解のため
に，是非お読み頂きたい。
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